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1は じ め に
引当金は当期 に費用 を計上することによって生 じる貸方項 目をいう。それは
貸借対照表に記載される項 目になる。表示場所の違いにより,引当金は資産か
ら控除される項目と負債項目の2つ に区分 される。前者は評価性引当金,後 者
は負債性引当金と通常称 されている。
引当金の概念が明確 になり,その範囲がはっきりす るまでには長い歳月を必
要 とした。引当金がはじめて公的に規定された昭和9年 を出発点 と考えれば,
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今 日までの67年間の歩みはけっして単調ではなかった。本稿では,引 当金会計
の歩みを4つ の時代に区分して,そ の変遷をたどってみたい と考える。それは
引当金に対す る理解を一層深めることになると思われる。
4つの時代区分はつ ぎのようにとらえるのが適切 といえよう。
第1期 生成期(昭 和9年 ～昭和23年)
第2期 発展期(昭 和24年～昭和36年)
第3期 混乱期(昭 和37年～昭和55年)
第4期 安定期(昭 和56年～現在)
生成期の始 まる昭和9年 は商工省財務諸表準則の設定された年になる。そこ
で 「引当金」に関する規定がはじめて登場 した。戦前にそれなりの発展 を遂げ
ていたけれ ども,や はり昭和24年に 「企業会計原則」が設定されて以降の進展
が著 しい。 とりわけ,税 法が大きな影響 を与えたようである。その後,順 調に
発展するかに見えたが,昭 和37年の商法改正で引当金規定が新設されたことか
ら,事態は一変 した。法 と会計の衝突が生 じたといってよいかもしれない。引
当金に関する議論は混乱期 をむかえた。それが収拾 され,正 常な軌道 に戻され
るまでには19年間が必要 とされた。昭和56年の商法改正により,議論は鎮静化
の方向に向かった。しか し,引 当金会計の問題がすべて解決した というわけで
はない。まだ未解決の問題が多 く残されている。
2生 成 期
(1)「引当金」という用語の生成
「準備金」,「積立金」および 「引当金」という3つ の言葉はきわめて類似 し
た用語である。それぞれの意味が明確でなかったため,そ れらは しばしば代替
的に用いられてきた。そうした混乱は現在で も続いているといって よいかもし
れない。3つ の用語のうちでは,引 当金が最 も新 しい。
太田哲三氏は大正8年11月に公表 した論文でつ ぎのように述べている。
「Reserveなる勘定中には二つの殆 ど相対立せる勘定を含む。即ち,前 者は
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経費の計上 にして,後 者は純益の処分な り。若 し此の両者を混雑せば,一 方に
於て正確なる損益の基礎を失ふと共に,他 面企業財政の視察の標準を誤 らしむ
るものな り。1)」
Reserveとい う言葉にはもともと2つ の異質な内容,す なわち費用の計上に
よって生 じる項 目と利益処分によって生 じる項 目とが含まれていた。それを準
備金 と訳すにしても,あ るいは積立金 と訳すにしても,異 質な内容が共存 して
いたのでは明確 にならない。異質な内容には異なる用語が充てられなければな
らない。そこで同氏 は,「準備金なる名称 を以て損失に計上 して留保 されるも
のとし,積立金なる語を純益処分の結果たらしめること2)」を主張した。準備
金の意味 と積立金の意味を明確 に区別 したわけである。そこではまだ引当金と
いう用語は使われていない。
昭和5年6月 に臨時産業合理局が設けられ,各 種委員会のひとつとして財務
管理委員会が設置された。その委員会には,「事業会社の財産 目録,貸借対照表,
損益計算書及び損益金処分書の内容を統一,明 確又は精細にすること3)」等の
諸 目的が課せ られた。その結果,同 年12月に 「標準貸借対照表」 に関する未定
稿が雑誌 『会計』に公表された。4)そのなかでは,引 当勘定 という総称のもと
に7つ の引当金が例示 されていた。
引当勘定は,「積立金 と本質 を異にし,主 として損失に課 して留保せ らる ・
ものな り。此種の項 目に対 しては従来準備金なる語が用 ひられしも,純益留保
の積立金 と同視さるる惧あるを以て,か く別種の名称を用ひた り5)」と説明さ
れている。つ まり,引当金は準備金の代用 として採用 された名称 ということに
なる。その うえで,研 究引当金,修 繕引当金,納 税引当金,錆 却引当金,退 職
1)太 田哲三 「損益境上のReserveAccountに就て(上)」 『会計』第6巻2号,大
正8年11月,2ペ ージ。
2)太 田哲三 「準備金,積 立金の異同」 『経済商業論纂』 昭和7年4月(同 著 『会計
学研究(第 一集)』白桃書房,昭 和28年,345ペー ジ)。
3)「会計余録」『会計』第27巻2号,昭 和5年8月,131ペ ージ。
4)「標準貸借対照表 ・臨時産業合理局財務管理委員会案(未 定稿)」『会計』第27巻
6号,昭 和5年12月,65-86ペー ジ。
5)同 稿,73ペー ジ。
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給与引当金,年 金引当金および貸倒引当金が例示されている。さらに,偶 発債
務引当金の可能性 も示唆 されている。
もっとも,こ のように引当金を積極的に採用 しようとする考え方に対 して,
「積立金 と準備金 とを区別せる以上最早引当金勘定は不用なり6)」という意見
も存在 した。
(2)商工省財務諸表準則
未定稿の 「標準貸借対照表」が公表 されたあと,商工省臨時産業合理局財務
管理委員会から「財務諸表準則」が公表 されるまでには,4年の歳月を要 した。
その間,「標準財産 目録」等の各種未定稿が公表されている。昭和9年8月 に
公表 された 「財務諸表準則」では,引 当勘定をつぎの ように規定 している。
「引当勘定は特定の損失に対する準備 にして,其の負担が当該会計年度に属
し,其の金額が見積に依 りて定められたるものを示す。7)」
委員のひとりである太 田哲三氏の解説によれば,「引当勘定なる名称は財務
諸表準則に於て創作 された用語8)」であ り,「本準則で引当勘定 としたのは名
称 を新 たにす ることに依って全 く別種 の勘定たるこ とを明かにせん と企 て
た9)」ものである。つまり,引当金 という名称 は準備金を改めたものにほかな
らない。
引当金は,①特定の損失に対する準備であり,②その負担が当該会計年度に
属 し,③その金額が見積 もりによること,と いう3要件が明記 されている。そ
の規定の仕方は,「標準貸借対照表」よりもはるかに洗練 されている。
さらに,引 当勘定は目的とする損失の種類によりつ ぎの3つ に分類 されてい
る。
(イ)特定せる資産の減価。例:減 価償却引当金,貸 倒引当金。
6)下野直太郎 「商工省臨時産業合理局財務管理委員会発表標準貸借対照表 を批評す」
『会計』第28巻2号,昭和6年2月,16ペ ージ。
7)新井清光編 『日本会計 ・監査規範形成史料』 中央経済社,平 成元年,42ページ。
8)太 田哲三著 『改訂増補 ・財務諸表準則解説』経済図書,昭 和15年,115ペー ジ。
9)同書,116ペー ジ。
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(ロ)特定の損費。例:修 繕引当金,納 税引当金,退 職給与引当金。
㈲ 特殊の危険に因る損害。例:自 家保険引当金。
今 日では,ω を評価性引当金,(ロ)を負債性引当金 と呼んでお り,㈲は積立金
に属するものと解 されている。太田氏の解説では,引 当金と積立金を区別する
境界線が きわめて重要であると強調されてお り,「単純に将来生ずる惧あ りと
考へ られる危険 に対 し,漠 然 たる準備 はここに云ふ引 当勘定の対象ではな
い10)」と指摘 されている。 また,「引当金たるか積立金たるかの別は必ず しも
損失に計上するか純益処分 によるかと云ふ如 き形式的な,ま た手続上の問題で
はなく,寧 ろこれを如何に決するかが損益計算 に重大な意義を有することにな
る11)」とも主張 している。
同準則にはいまひ とつ注 目すべ き点がある。それは貸借対照表における引当
勘定の表示方法にほかならない。標準様式によれば,引 当勘定は独立表示され
ている。すなわち,長 期負債,短 期負債,雑 勘定と区別されて,独 立の項 目と
して示 されているのである。その うえ,貸倒引当金がその中に含められてお り,
減価償却引当金については償却累計 として当該資産勘定から控除されている。
(3)陸軍省財務諸表準則
戦時下の会計 として,陸 軍省は昭和15年5月に 「陸軍軍需品工場事業場財務
諸表準則」を公表した。 また,海 軍省は同年11月に 「海軍軍需品工場事業場財
務諸表作成要領」 を公表 した。いずれも引当金 に関する内容は同一であ り,つ
ぎのように規定されている。
「引当金 トハ特定ノ損失二対スル準備金ニシテ損失ノ原因ハ当期二属スルモ
其ノ金額未確定ナルヲ以テ其ノ金額 ヲ見積 リテ之ヲ当期ノ損益二課スル為二設
クル準備金ヲ謂 フ12)」
IO)同書,118ペー ジ。
11)同書,122ペー ジ。
12)日本公認会計士協会25年史編纂委員会編 『会計 ・監査史料』同文舘,昭 和52年,
59ペー ジ。
20 商 学 討 究 第51巻 第2・3号
基本的には,商 工省財務諸表準則における引当勘定の規定が受け継がれてい
るといえよう。引当金の分類に関しては,準 備 として引当てる期間の長短によ
り,短期の引当金(納 税引当金,修 繕引当金)と 長期の引当金(退 職給与引当
金,自 家保険引当金)と に区別 しうると述べている。 さらに,減価償却引当金
と貸倒引当金の表示方法については,つ ぎのように一歩踏み込んだ見方を示 し
ている。
「固定資産及債権ハ其ノ減価償却額又ハ貸倒償却額 ヲ当該資産ノ基礎価額ヨ
リ直接二控除スル形式 ヲ以テ表示スルヲ可 トシ貸方二減価償却引当金,貸 倒引
当金ナル科 目ヲ設ケテ評価スル方法ヲ採ラザルモノ トス13)」
このように引当金概念は徐々に明確化されつつあったけれ ども,それが必ら
ず しも広 く浸透 しなかったのはなぜであろうか。引当金の普及を妨げた要因が
あったにちがいない。それを探るためには,別 の角度からの考察が必要になる
と思われる。
そのひ とつ として法律用語との関係があげられる。商法では法定準備金 とい
う用語が使われていた。準備金 といいつつ,そ の実質は留保利益を意味 してい
る。それは会計的には積立金に相当するものである。
昭和11年に制定された 「退職積立金及退職手当法」について も同じことがい
えよう。同法によれば,退 職手当は労働者 自身が積み立てた部分 と事業主が支
給する部分 とから成っている。前者は退職積立金と称され,後 者は退職手当積
立金 または退職手当準備積立金 と称 された。14)この場合,退 職積立金は労働
者からの預 り金であ り,純然たる負債になる。他方,退 職手当積立金 または退
職手当準備積立金 は,費用計上による積立 と利益処分による積立 とが考えられ
る。その支給が強制されるものであれば,費用計上による積立が適切であるし,
任意のものであれば利益処分による積立が妥当といえよう。いずれにしても,
13)同書,59ぺs…一ジ。
14)太田哲三 「退職積立金及び退職手当法 について」 『会計』第39巻1号,昭 和11年
7月,1-18ページ。
村瀬玄 「退職給与積立金の性 質を論ず」『会計』第41巻1号,昭 和12年7月,1
-18ペー ジ。
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会計上の用語法 とはかな りかけ離れていた。
いまひとつの要因としては,会 計学者間の意見の不一致をあげることができ
よう。木村和三郎氏は,引当金,準備金,積立金 といった一連の貸方項 目を 「準
備積立金」 と総称 したうえで,そ れらは 「借方項目の価値の伸縮に対応 して伸
縮する擾条(ス プリング)の 機能 を果す ものである15)」と主張 した。3つ の
用語は実質的に同じ内容をもつ ものであ り,それ らを区別すること自体 に疑問
をなげかけている。
たしかに,引 当金を過大 に計上すれば積立金部分を含むことになるし,逆 に
過小に計上すれば積立金に引当金部分が含まれることになる。 しかし,だか ら
といって,そ れらの区別が無意味であるということにはならない。
(4)企画院財務諸表準則草案
企画院の財務諸表準則統一協議会は,前 述 した陸軍省の 「陸軍軍需品工場事
業場財務諸表準則」 と海軍省の 「海軍軍需品工場事業場財務諸表作成要領」を
統一する目的で,つ ぎの3つ の草案を昭和16年11月に公表した。
① 製造工業貸借対照表準則草案
② 製造工業財産目録準則草案
③ 製造工業損益計算書準則草案
引当金に関する規定が含 まれているのは①であ り,つ ぎのように示 されてい
る。
「引当金ハ当該事業年度ノ負担二属 シ其ノ金額 ヲ見積二依 リテ定メタル費用
ノ支払二充ッル為準備シタル金額ヲ其ノ目的二従 ヒ納税引当金,修 繕引当金,
法定退職手当引当金,退 職給与引当金,自 家保険引当金等ノ科目二分チ記載ス
固定資産ノ減価償却額又ハ債権ノ貸倒償却額ハ之ヲ当該資産ノ価額 ヨリ直接
二控除シ,減 価償却引当金,貸 倒引当金ナル科 目ヲ設クルコトヲ得ズ16)」
15)木村和三郎 「準備積立金の本質とその計算的役割(其 二完)」『会計』第44巻2号,
昭和14年2月,64ページ。
16)日本公認会計士協会編,前 掲書,138-139ページ。
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染谷恭次郎氏は,商 工省財務諸表準則が定め られた時期 を第1期 財務諸表標
準化の時代,企 画院財務諸表準則草案が作成 された時期 を第2期 財務諸表標準
化の時代 とよび,つ ぎのように述べている。
「第2期 における財務諸表の標準化 は,戦争遂行のため総合国力の拡充運用
をはかるという国策的要請 に沿ったものであり,自 由主義経済のもとで行われ
た第1期 財務諸表標準化の運動とは背景が大 きく異っていた。17)」
また,両 準則を全体的に比較 した吉 田良三氏は,「一が教育啓蒙的に微細に
亘 り,他が統制強力的に大綱 に止め,一 が自由裁量の余地を多分に残 したるに
対 し,他が可及的統一化せんとする傾向を有する18)」と結論づけている。
引当金規定の解釈にあたっては,こ うした両準則の背景の違いを理解 してお
くことが大切である。企画院財務諸表準則における引当金規定の特色は,減 価
償却引当金および貸倒引当金の計上を否定し,直接控除法を採用 した点にある
といえよう。この考えは,陸 軍省 ならびに海軍省の考えを引 き継いだものであ
る。この点,商 工省財務諸表準則 は弾力的な規定を設けていた。
例示のなかに法定退職手当引当金というのが含まれている。 これは退職積立
金及退職手当法の規定による引当金である。もう一方の退職給与引当金は,そ
れ以外の雇用契約等にもとついて支給されるものに該当する。19)
その後,企 画院準則草案は残念なが ら法制化されることなく終息 した。
(5)昭和22年の指示書
昭和22年12月に総司令部(GHQ)か ら公表 された 「工業会社及 ビ商事会社
ノ財務諸表作成二関スル指示書」は,英 文 と和文が併記 された文書である。
G且Qの経済科学局(ESS)の会計主任ヘ ッスラー氏 とESSの嘱託の村瀬玄氏
17)染谷恭次郎 「企画院財務諸表準則草案 について」(黒澤清編著 『わが国財務諸表
制度の歩み 戦前編 』雄松堂,昭 和62年,36ペー ジ)。
18)吉田良三 「企画院製造工業財務諸準則 と商工省財務諸表準則 との比較」 『会計』
第50巻5号,昭 和17年5月,27ページ。
19)碓氷厚次 「企画院の貸借対照表準則草案に於ける引当金 に就いて」 『会計』第50
巻5号,昭 和17年5月,228-230ページ。
引当金会計の変遷(1)23
の合作 といわれている。20)
同指示書 には2つ の目的があった といわれている。第一の目的は,司 令部が
要求する財務報告書類の作成にあたって日本の各会社 を援助する点にある。第
二の目的は,日 本の商工業会計処理法を改善標準化する必要の基礎 を作る点 に
ある。21)これらの 目的がどの程度実現 したかは不明確である。
指示書における引当金 は,つ ぎの2つ に区別されている。
① 評価用引当金(ValuationReserves)
② 負債を示す引当金(LiabilityReserves)
前者は 「或ル資産ノ価格二変動ノアッタコトヲ明白且継続的に記録スル実用
的手段 トシテソノ資産勘定二対スル控除勘定 トシテ設ケラレタモノデアル22)」
といわれている。
後者を設けた目的は,「未確定負債又ハ当期営業ガ負フベキ負債 ノ将来ノ不
定期弁済二対スル備ヘ ヲ帳簿二反映スルニアル23)」といわれている。
指示書は,「企業会計原則」が公表される前の動向を知るうえで貴重な資料
である。しか し,引 当金に関 して独 自の見解を示 したとは思われない。
3発 展 期
(1)企業会計原則
生成期の引当金会計は現代か ら見てもそれほど遜色がなかった といえよう。
ただ,核 心 をとらえていた論者はごく一部に限られていたようである。そのた
め,実 務ではかな りの動揺があったと思われる。一般的な合意を形成するため
には,戦後の 「企業会計原則」 を中心 とした発展が必要 とされた。
昭和24年7月に 「企業会計原則」が設定された。企業会計原則が戦後の会計
20)黒澤 清 「史 料:日 本 の 会 計 制 度(3)」『企 業 会 計 』第31巻3号,昭 和54年3月,98ペ ー
ジ。
21)日 本 公 認 会 計 士 協 会 編,前 掲 書,188ぺ ・一一ジ 。
22)同 書,197ペ ー ジ。
23)同 書,197ペ ー ジ。
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の発展に多大の貢献 をしたことは多 くの人の認めるところである。会計制度の
面だけでな く,研究 ・教育の面においても,そ れは強力な牽引車の役割 を果た
した。新井清光氏は昭和24年か ら昭和38年前半までをとくに 「自律的拡充の時
代」 としてとらえ,つ ぎのように述べている。
「自律的拡充の時代 とは,「企業会計原則」が設定されてか ら,企業会計原
則が 自律的 ・積極的に自己拡充 し,さ らに証券取引法 ・商法 ・税法などに対 し
て,そ の会計法令の制定 ・改善を働 きかけた時代である。24)」
すでに述べたように,本論では昭和24年か ら同36年までを引当金会計の発展
期 と名づけている。商法 に引当金規定(第287条ノ2)が導入 されたのは昭和37
年のことである。それは会計と商法 との問に新 しい関係を生み出した。引当金
会計の観点か らは,そ うした新 しい関係を発展期 に含めるよりも,む しろつ ぎ
の時代に入れる方が適切 と思われる。発展期の引当金会計では,企業会計原則
と証券取引法および税法 との関係が強調されることになる。
昭和24年に設定された企業会計原則では,貸倒引当金 と減価償却引当金につ
いて,そ れぞれつぎの ように規定 されている。
「受取手形及び売掛金に対する貸倒引当金は,控除の形式でこれを記載する。」
(%原則 ・四 ・(一)・A)
「有形固定資産に対す る減価償却は,固 定資産取得原価からの控除の形式で
その耐用期間の全期問に亘 り減価償却引当金 としてその累計額を記載する。」
(%原則 ・四 ・←)・B)
いずれも当該資産勘定から間接的に控除する形式で表示 されることになる。
さらに,負債の部に記載 される引当金に関しては,つ ぎのような規定が設けら
れている。
「納税引当金,修繕引当金等を設けた ときは,流 動負債の部に記載 しなけれ
ばならない。」(%原則 ・四 ・(⇒・A)
不思議なことに,固 定負債の部に記載される引当金については何 も言及 され
24)新井清光編,前 掲書,7ペ ージ。
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ていない。引当金に関する規定は,生 成期の引当金会計と比較 して,不 十分 と
いわざるをえない。企業会計原則 と同時に公表された 「財務諸表準則」でも,
負債に計上される引当金 についてはまったく説明されていない。引当金に対す
る関心はあま り高 くなかったにちがいない。
(2)財務諸表等規則 ・同取扱要領
証券取引法上の財務書類 を作成するさいに従わなければならない規則が制定
されたのは,昭和25年9月である。それは今 日の 「財務諸表等規則」に相当す
る。そこでは,企 業会計原則と同様 に,貸倒引当金および減価償却引当金を当
該資産科 目に対する控除科 目として掲記す るもの とされている。また,流 動負
債に属する引当金は,修 繕引当金その他 当該負債を示す名称 を附した科 目を
もって掲記するもの とされている(第42条)。固定負債に含められる引当金は
例示 されていない。
注 目すべ き内容としては,昭 和26年3月に制定された同規則取扱要領があげ
られる。企業会計原則 と異 なり,そ こでは流動負債に属する引当金の定義が,
第137において,つ ぎのように明確 に規定されていた。
「(流動負債に属す る一 引用者)引 当金 とは,将来における特定の支出に
対する準備額であって,そ の負担が当該事業年度に属 し,そ の金額 を見積るこ
とができるもの例 えば修繕引当金,納税引当金,退職給与引当金等をいう。25)」
この定義は引当金を3つ の設定要件で規定している点です ぐれているけれど
も,退 職給与引当金が流動負債に属する引当金の例 としてあげられている点は
不可解である。
この規定の解釈 について,浅 地芳年氏はつ ぎのように述べている。
「ここにいう支出には,将来,現 金支出の行われるものにか ぎらず,未 払金
又は現金預金以外の資産勘定と振 り替えられるような場合 をも含むものである
ことは一般に認め られるところである。従って問題は当期の負担の解釈にある。
25)日本公認会計士協会編,前 掲書,436-437ページ。
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その負担が当該事業年度に属するもの とは,当 期の費用 として負担せ しめるこ
との適当なものをい うか,現 に当期の費用に課 したものをいうかが明 らかでな
い。しか し,形式上費用 に課 したもののすべてを負債性引当金 とすることは適
当でない。26)」
第2の 設定要件の解釈が非常にむずか しいようである。当期に負担すべ きか
どうかの判断にはかなりの幅がある。この定義だけでは引当金が明確 になった
とはいいがたい。ちなみに,昭 和38年11月に全文改正 された財務諸表等規則で
は,固 定負債に属する引当金が明示 され,退 職給与引当金はそこに含め られて
いる。27)
(3)税法と企業会計原則 との調整意見書
引当金会計 と税法 との関係 は戦前か ら問題にされていた。会計上,費 用に計
上 したとしても,それが税法上の損金として認め られなければ,課税の対象 と
される。貸倒引当金や減価償却引当金が普及 しなかった一因は,税 法が間接控
除法を認知 しなかったことによるといえるかもしれない。
減価償却 引当金 については昭和23年の法人税 法施行規則の一部改正 によ
り28),また貸倒準備金についてはシャウプ勧告 にもとつ く昭和25年の改正に
より29),それぞれ損金算入が認め られた。昭和25年には船舶修繕引当金の損
金算入 も認め られている。昭和26年には価格変動準備金,昭 和27年には退職給
与引当金が創設 され,損 金算入が認められるようになった。価格変動準備金は
棚卸資産または有価証券の価格低落による損金 に備えるための ものである。30)
その他,電 力会社の渇水準備金,損 害保険会社の異常危険準備金 もこの時期に
26)浅地芳年 「引当金をめ ぐる問題点」『企業会計』第6巻11号,昭 和29年10月,218
ページ。
27)日本公認会計士協会編,前 掲書,374ペー ジ。
28)佐藤孝一 「貸倒引当金 について」『企業会計』第1巻11号,昭和24年11月,9ペー
ジ。
29)武田昌輔編著 『DHCコンメンタール法人税法(第1-1巻)』 第一一法規,85ペー
ジ。
30)同書,132ペー ジ。
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創設されている。このように,引 当金関係の税法規定は,戦 後,会 計に対 して
大 きな影響 を与えた。
昭和27年6月に企業会計基準審議会(企 業会計審議会の前身)は 「税法 と企
業会計原則 との調整に関する意見書」を公表 した。それは 「企業会計原則」の
立場か ら税法に対 して調整を希望する問題点を提起 し,解決の方向を示唆 した
ものである。具体的には貸倒準備金 と価格変動準備金が問題視 された。
会計原則上の貸倒引当金は,① 引当計算の対象 を受取勘定(売 掛金 と受取手
形)に 限定 していること,②毎期累積的に積立てる方法によらないこと,とい
う2つの特徴 をもっている。 ところが税法では,① 引当の対象を短期取引債権
にのみ限定せず,長 期債権にも拡張 し,また②毎期の債権残高の一定率 まで毎
期累積するもの とされている。
したがって同意見書 は,つ ぎのような提言を試みた。
「長期債権 を貸倒引当金の対象か ら除外するとともに,その引当率を引上げ,
所得 に対する一定比率 による計上方法を廃止 し,短期取引債権 に対する最高比
率 を定めるとともに,そ の限界内において当該企業に適当な比率を決定し,毎
期非累積的に費用負担の方法による引当計上を認めることが望ましい。」(各論
第一 ・六)
もうひとつの価格変動準備金 については,「その会計上の性質は,貸 倒引当
金のごとき評価勘定ではなくて,明 らかに利益剰余金に属するものである」(各
論第一 ・八)と 明言 している。価格変動準備金は引当金に該当 しないという判
断が示されている。
こうした見解に対 して,国 税庁がわざわざ反論のための通達を出したことは
興味深い。31)
(4)昭和29年の企業会計原則修正
企業会計原則は昭和29年に修正され,は じめて注解が付 された。注 目すべ き
31)同書,132-133ペー ジ。
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点は注解の注17であ り,つ ぎのように述べ られている。
「引当金には評価勘定に属するものと負債的性質をもつ ものとの区別がある
が,後 者については,流 動負債 に属するもの と固定負債に属するものとを区別
す る必要がある。32)」
流動負債に属するものとしては,納 税引当金,修 繕引当金および渇水準備金
の3つ が例示 されている。固定負債 に属するもの としては,退 職給与引当金,
船舶等の特別修繕引当金があげられている。
ここには引当金の設定要件を定めた定義は示されていない。 しか し,引当金
についての共通の理解はかなり進んでいたといってよいであろう。つ ぎの2つ
の定義 は昭和27年の著書ならびに昭和36年の論文で示 されたものである。
「引当金 とは,未 だそれに対する支出は行われていないが,当 該年度におい
て負担すべ き事由の認められる特定 目的に対する準備 として,見 積によって定
めた金額を,何等かの不特定資産の形で留保 していることを示す一種の整理勘
定である。33)」
「引当金は……特定の 目的のために不特定の資産留保を示す貸方勘定であっ
て,そ の設定は大部分が費用に加算するか或いは収益を控除してなされるので
ある。34)」
微妙な違いがあるとはいえ,明 らかに多 くの共通点が見 られる。引当金会計
は発展期にほぼ確立 された といってよいであろう。もっとも,それは理論面で
のことである。実務面 では引当金がか な り野放図 に使われていた ようであ
る。35)そうした会計実務 を是正するためには,も っと精緻 な理論が構成 され
なければならない。それは混乱期 を経て形成されることになる。
(未完)
32)新井清光編,前 掲書,208ペー ジ。
33)佐藤孝一著 『現代会計学』中央経済社,昭 和27年,481ペー ジ。
34)太田哲三 「引当金勘定について」『企業会計』第13巻12号,昭和36年10月,2ペー
ジ。
35)黒澤清,江 村稔他(座 談会)「引当金の実態をさぐる」 『企業会計』第12巻7号,
昭和35年6月,95-109ページ。
